
第三期中期計画案（平成29～34年度）の検討状況

第三期中期目標（案） 

“いわて創造人材育成と地域の未来創造に貢献する大学” 
H29.4.1～H35.3.31（6年間） 

未来を切り拓く力を高める教育 未来創造に資する地域貢献 

第二期中期目標期間の主な取組 

① 高等教育推進センターを設置し、基盤教育カリキュラムの見直し 

② 学部等において学位授与の方針（DP）、教育課程編成・実施の方針 （CP）を策定 

③ ５段階評価とGPAを軸とする新成績評価制度を本格導入 

④ 地域創造学習プログラム等による地域を志向した教育の推進 

⑤ 震災特別入試、被災学生の入学料・授業料の減免、学業奨学金「被災特別枠」の創設 

⑥ 大学院進学の支援策として、大学院入学料免除制度を創設 

⑦ 学生ボランティアの活発な被災地支援（いわてGINGA-NET、風土熱人R、カッキー's等） 

⑧ 要配慮学生を支援する特別支援コーディネーターを配置 

⑨ 公務員対策として公務員試験講座の見直し 

⑩ 大学間連携による学生のインターンシップの相互乗り入れシステムの運用 

① いわてものづくり・ソフトウェア融合テクノロジーセンターでの共同研究の推進（延

べ62件採択）、高度技術者養成講習会の実施（延べ100講座、1,021名受講） 

② 地域政策研究センターでの共同研究の推進（「震災復興研究」延べ15件、「地域協働研

究」延べ207件、復興加速化プロジェクト４件採択） 

③ 滝沢市IPU第２イノベーションセンター開所、入居企業の促進（20社）  

④ 地方創生支援チームを設置し、県内市町村の地方創生総合戦略の策定等を支援 

⑤ 国際交流協定に関するガイドライン及び岩手県立大学国際交流方針の策定 

⑥ 国内外の研究員や学生、教職員の滞在を目的としたIPUゲストハウスの開所 

① サバティカル研修制度の導入 

② 教員業績評価の適切な運用、処遇への反映 

③ 教員裁量労働制の導入 

④ 人材育成ビジョン＆プランの策定、法人採用事務局職員の無期雇用制度の導入 

⑤「自己点検・評価マネジメントシステム」導入による計画・評価の可視化 

⑥ 施設大規模修繕計画、第4次学内情報システム整備計画の策定 

⑦ 学校教育法第109条第２項に基づく第二期認証評価の受審（H27） 

教育 

地域の中核人材を育成する教育 

地域のニーズを踏まえた研究 

「知の拠点」としての地域貢献 

 概ね 

 達成 

① 学部横断的な復興加速化プロジェクトを実施 

② 全学的な研究成果発表会を開催し、県民への周知・還元 

③ 「若手ステップアップ研究費」「科学研究費助成事業獲得支援費」等の活用に 

  よる科学研究費補助金の申請促進 

研究 

地域貢献 

法人運営 

・ 第三期中期計画では、開学20年の節目を契機とした教育研究組織の検証結果を踏まえた自己改革を進めるとともに、激変する社会環境や地域からの要請

に積極的に対応し、地域に根ざした高等教育機関に期待される役割を意識しつつ、教育、研究、地域貢献について更なる充実・強化を目指すものとする。 

・ 第二期中期目標期間の業務実績評価（暫定評価）で課題と位置づけられた「基盤教育」、「大学院教育」、「国際交流」、「人事制度の適正化」等につ

いては、更に組織的な対応を進展させ、全学的な改革・改善の取組を進める。 

第三期中期計画案の検討状況 

教育 
～学生の「知的探究心と創造力」を高める大学～ 

・教育研究組織の検証及び県立大学が目指すべき人材育成目標を見据えた 

   学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）及び教育課程編成・実施方針 

 （カリキュラム・ポリシー）の策定と体系的なカリキュラムの編成 

・専門教育と連携した基盤教育の充実 

・地域志向教育（主専攻の専門領域を活かした学部横断型履修プログラム） 

   の充実 

・充分な基礎学力を身に付ける補修教育と主体的な学習の機会を与える 

   補充教育の推進  

・学修成果を評価する枠組みの開発と運用 

・体系的な全学FD（ファカルティ・ディベロップメント）体制の構築と 

   各学部の特性やニーズに応じた組織的なFD活動の推進 

・語学教育や多文化理解を醸成する教育の充実と学内の国際交流環境の整備 

・入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）の明確化と多様な 

   入学者選抜試験の実施 

・充実した学生生活を実現するための各種相談及び支援体制の整備 

・キャリア教育やインターシップ等を通じた就業力の育成と県内就職の促進 

など 

第三期中期計画での主な取組：５４項目 

人材育成（４学部４研究科２短期大学部）、教育（16項目）、研究（6項目）、地域貢献（６項目）、 

法人運営（業務運営、財務、自己点検・評価、その他業務運営）（16項目） 

地域貢献 
～地域の未来創造に貢献する大学～ 

・公開講座や専門職を対象としたリカレント教育の充実・強化 

・地域の課題解決に向けた取組の推進と研究成果の還元 

・特許出願につながる研究シーズの発掘と知的財産の活用 

・地域政策研究センター及びいわてものづくり・ソフトウェア融合テクノロ 

   ジーセンター（i-MOS）を中心とした産学官連携事業の強化 

・自治体や地域の国際交流団体等と連携の上、多文化共生社会の実現に向け 

   た取組の推進 

・学生・教職員による復興支援活動とふるさと振興に向けた支援 

など 

 

・地域ニーズに応じた実践的な研究の推進 

・研究成果の積極的な発信 

・研究の水準の向上に向けた取組の推進と学術研究費の見直し 

・外部研究資金の獲得の推進 

・研究のコーディネート機能の強化 

・産学官関係者及び国内外研究者による研究者交流の推進や研究実施体制の 

   強化 

など 

研究 
～新たな価値を創造する大学～ 

法人運営 
～自主的・自律的な法人運営～ 

・効果的・戦略的な大学運営に必要な情報の特定・蓄積・活用、それを実行 

   する体制の整備 

・教育研究組織（４学部４研究科２短期大学部）の検証を踏まえた再構築 

・定数管理計画の実行と教職員の任用方法の改善 

・大学運営に必要な教職員の能力・資質向上に向けた取組の推進 

・教員の業績評価制度の改善 

・ワークライフバランスに配慮した働きやすい環境の整備 

・自己収入の増加と予算執行の適正化 

・PDCAサイクルによる改革・改善の推進 

・効果的・戦略的な広報活動の展開と積極的な教育研究情報等の公開 

・施設設備の計画的な整備と改修及びその有効活用 

・教職員のコンプライアンス確立に向けた取組の推進 

など 
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岩手県評価委員会資料 

公立大学法人岩手県立大学 
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